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 萩市予算規則第３条第２項の規定により、「平成２４年度予算編成方針」を次の

とおり通知します。 

 

平成２４年度予算編成方針 

 

１ 国の財政事情、地方財政対策等 

  政府は９月２０日、２４年度予算編成における各省庁の要求上限額を示す概

算要求基準を閣議決定しました。 

  例年であれば７月末に次年度予算の概算要求基準が閣議決定され、各省庁は

８月末までに概算要求を提出していたものが、東日本大震災への対応や通常国

会の会期延長等の関係で予算編成日程が大きく遅れています。 

  決定された概算要求基準によりますと、地方行財政への影響も懸念される東

日本大震災の復旧・復興経費は財源を確保し、多年度で収入と支出を完結させ

る枠組みを定めることにより別途管理とされ、通常の予算とは切り離されてい

ます。 

しかし社会保障費、地方交付税、義務的経費、人件費を除いた政策的経費は

一律１０％削減が求められるなど、歳出全般にわたる改革に全力を挙げ、それ

により確保された財源を用いて必要性や効果の高い政策に重点配分するといっ

た取り組みが予定されています。 

  また「ムダづかい根絶や総予算の組替え」として、裁量的経費のみならず、

義務的経費等についても、予算編成の過程において行政刷新会議による事業仕

分け等を通じ、聖域なく制度の根幹まで遡った見直しを実施し、必要に応じ、

より優先順位の高い施策の財源に充当するとされています。 

  なお、例年であれば、概算要求基準が示される時期に合わせて次年度の地方
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財政収支の見込みが示されていますが、未だに何も示されず、来年度の地方財

政の財源手当、財政見通しが不透明な状況です。 

併せて来年度からは、市町村に導入予定の地域自主戦略交付金（以下、一括

交付金という）の課題もあります。一括交付金は２３年度より国土交通省や農

林水産省が所管する都道府県向けの補助金を統合して創設されました。これが

２４年度からは市町村にも対象を拡大する方針となっていますが、この施策に

も不透明さが残っています。 

 

２ 萩市の財政事情等 

  ９月議会で認定をいただきました２２年度一般会計決算は、財源不足に対す

る財政調整基金等の内部留保の取り崩しもなく、黒字決算となりました。 

  しかしこれは国による地方交付税総額への政策的な特例加算措置が大きく寄

与したもので、決して市税等の自主財源の増加によるものではありません。 

  ２７年度から始まる合併特例措置による普通交付税額の漸減開始を前に、歳

入に見合った歳出予算とする努力は、引き続き継続すべき取り組みです。 

従って、２４年度予算の編成作業も、１９年度予算編成時から導入した一般

財源要求上限額の設定を行う手法で行います。 

国の予算編成の遅れで地方財政対策等の見通しが立たない中で、予算要求段

階から次年度の一般財源総額を推計し、その歳入に見合った歳出予算とするこ

とは、適正な財政規模の予算とする為には最も効果がある手法です。 

このような考え方により別途通知する各部局ごとの２４年度予算で要求する

ことができる一般財源の上限額は決して各部局の要求を満たす額ではありませ

んが、配分された一般財源を過去からの先例等で事業充当するのではなく、事

業効果の検討やペイ アズ ユー ゴー（Pay as you go）視点の導入（新規の支

出が生じる場合には、安定的な財源を確保し、収支のバランスを取ること。）、

そして事務事業等の棚卸しを行った上で、精度の高い予算見積りをお願いしま

す。 

  なお、今後示される国の地方財政対策等により、市の財政状況を取り巻く環

境が大きく変化する場合には、サマーレビュー結果の２４年度事業分について

もゼロベースでの見直しを行うこともあり得ますのでご留意下さい。 

 

また、予算は「歳出予算」のみではありません。 

歳出予算の要求にのみ意を注ぎ、歳入予算の見積りでは基礎数値を見直すこ

となく、過去の要求資料を利用しているような例も見受けられます。毎年決算

審査特別委員会で指摘される「収入未済額」の課題もあります。 

従って、２４年度予算査定においては、昨年に引き続き全ての歳入項目の積

算根拠の説明と、いわゆる滞納額への対応状況の説明を求めます。確実で精度

の高い歳入見積りをお願いします。 

併せて歳入予算で大きな割合を占める「地方債」は引き続き発行上限額を設
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定する手法で萩市の体力に見合った地方債の発行に努めます。 

地方債発行額の抑制を行うことは、投資的事業に優先順位を設定する等の事

業選択が必要となりますが、義務的経費として将来に影響を及ぼす地方債の抑

制は、萩市の財政状況にとって欠くことのできないことです。 

償還時の財政状況を推計した適正な規模の地方債発行に努めますので、財源

に地方債を予定する場合には、事前に財政課と協議を求めます。 

 

最後に、４ページに再調整を行った「第２次中期財政計画（財政推計）」の一

部を、５ページに「普通交付税の推移」を記載しています。 

特に「普通交付税の推移」については、予てから申し上げているとおり２７

年度から開始される積算方法の変更により３１年度までの間は算定額の漸減が

続き、３２年度には新市一本としての算定となり、２３年度の普通交付税額に

比しておおよそ４２億円もの普通交付税の減少が見込まれています。 

今後は、合併特例期間が終了して一般財源総額が減少を始めるまでの残り３

年間を有効に活用して、職員各位の創意と工夫により、これまでの行政サービ

スを引き続き提供し続けることのできる財源構成、事務事業内容に変更する努

力が求められています。 

近い将来、確実に予想できる一般財源の大幅な減少に向けて、現在の行政サ

ービス水準を維持できるか否か、我々職員の力が試される時期が間近に迫って

います。 

 

 

以上の予算編成方針を念頭に置きながら、７ページの「３ 当初予算見積り

に当たっての考え方」以降の各事項に留意しつつ、的確な予算見積りを行われ

ますよう通知します。 
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①  今後の財政推計（普通会計） 

（単位：百万円）

類似団体
２１年度

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

市 税 6,899 5,691 5,619 6,046 6,084 5,810 5,724 5,594 5,348 5,185 5,043

地 方 交 付 税 5,551 13,431 12,842 12,728 13,402 13,855 14,652 14,395 13,899 13,703 13,216

繰 入 金 412 101 55 1,844 211 706 48 1,264 50

市 債 2,097 4,085 2,670 2,387 1,594 2,528 2,951 2,453 3,725 4,220 5,158

そ の 他 8,203 10,162 9,864 8,484 8,647 10,584 12,012 10,534 8,545 7,922 7,238

歳 入 合 計 23,162 33,470 31,050 31,489 29,938 33,483 35,387 34,240 31,567 31,030 30,655

人 件 費 4,131 6,532 6,311 6,472 6,316 6,332 6,226 5,862 5,972 5,845 6,298

扶 助 費 3,079 3,391 3,263 3,249 3,443 3,586 4,087 4,269 4,296 4,337 4,387

公 債 費 2,862 5,305 5,102 5,282 5,218 5,122 4,870 5,012 4,986 4,958 4,683

投 資 的 経 費 3,271 7,106 5,727 5,160 3,159 5,811 7,483 6,217 5,531 5,004 4,193

そ の 他 9,090 10,244 10,357 11,061 11,200 11,608 11,659 12,445 11,212 11,460 12,301

歳 出 合 計 22,433 32,578 30,760 31,224 29,336 32,459 34,325 33,805 31,997 31,604 31,862

729 892 290 265 602 1,024 1,062 435 △ 430 △ 574 △ 1,207

△ 20 △ 416 △ 294 216 515 609 435 △ 430 △ 574 △ 1,207

412 0 50 1,836 200 0 0 0 430 574 1,207

2,088 5,191 5,295 3,567 3,429 3,582 3,926 3,929 3,502 2,931 1,727

23,833 47,517 45,926 43,831 40,946 39,024 37,711 35,722 34,992 34,753 35,714

91.8 92.2 91.4 91.4 93.6 89.9 87.4

13.9 17.3 17.6 15.6 15.0 14.0 12.4

※ただし、平成24年度の振興基金繰入金（住民生活に光をそそぐ交付金を原資とした基金）は除く。

経 常 収 支 比 率

１７～２２年度は普通会計決算数値

基 金 残 高
（財調・減債）

基 金 繰 入 金
（普通会計決算額）

形 式 収 支
（歳入－歳出）

区 分

歳
入

実質単年度収支

●収支不足に対する措置

歳
出

※ 平成24年度以降の決算見込については、単年度の収支を明確にするため、繰越金及び基金の繰入金は計上していない。

地 方 債 残 高

実質公債費比率
 

 新市施行後から２３年度決算までは黒字決算で推移する見込みですが、２４年

度決算は人口減少等の影響により、市税や地方交付税が減少することが見込まれ

ることから、再び財政調整基金等の繰り入れが予想されます。将来的にも財源不

足を補てんするため、基金残高が減少していく推計です。 
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②  市税の推移 
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２１年度以降、人口減少等の影響により減少の一途を辿り、２７年度には５０

億円を下回る見込みです。 

 

③ 普通交付税の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 合併算定替で措置されていた普通交付税が、２７年度から５か年かけて段階的

に減額されます。この間に、国勢調査人口の減少等の影響により、３２年度には

２３年度と比較して総額で４２億円程度の減少となる見込みです。 
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④  地方債の推移 
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 ２４年度以降に新清掃工場整備事業や小中学校耐震化事業等の大型事業が本格

化し、地方債発行額の増加が見込まれることから、地方債発行を抑制し、将来の

公債費を縮減することが喫緊の課題です。 

 

⑤  財政調整基金及び減債基金の推移 
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 ２４年度以降は、毎年度基金を取り崩して収支を合わせなければならない状態

が見込まれます。（１８年度から１９年度の基金残高の減少は、補償金免除繰上償

還の財源として、減債基金を約１４億円取り崩したことによるものです。） 
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３ 当初予算見積りに当たっての考え方 

（１）当初予算 

   ２４年度当初予算は、通年予算として編成します。当初予算成立後の制度

改正や災害対策など、特別の理由がある場合を除き、原則、年度途中の予算

補正は、行いませんので十分な見積りを行ってください。 
 

（２）一般財源要求上限額の設定 

   歳出予算を以下の５つの経費に分類し、上限額を設定します。 

① 義務的経費 

要求上限額⇒必要額を積算し要求してください。ただし、経費削減

の検討を行ってください。なお、人件費、扶助費、繰出金については、

経費削減の検討内容を財政課長査定時に聴取します。 

② 臨時的経費 

要求上限額⇒必要額を積算し要求してください。 

③ 政策的経費 

要求上限額⇒必要額を積算し要求してください。ただし、サマーレ

ビュー（政策的経費等）対象事業については、８月２９日の部長連絡

会議で通知したサマーレビュー結果通知額の一般財源額（地方債も一

般財源とみなします。）に１００分の９５を乗じた額を予算要求上限額

とします。また、サマーレビュー時点より事業費を精査してください。 

④ 新規施設維持補修的経費 

要求上限額⇒必要額を積算し要求してください。ただし、財産管理

課が事前に内容を確認したものについてのみ、予算要求を行ってくだ

さい。なお、サマーレビュー（施設維持補修費等）対象事業について

は、原則、サマーレビュー調書提出後に生じた事由により必要となっ

た場合を除き、８月２９日の部長連絡会議で通知したサマーレビュー

結果通知額を予算要求上限額とします。また、サマーレビュー時点よ

り事業費を精査してください。 

 

（経費区分上の「施設維持補修的経費」について） 

○ 建物及び建物に附帯する設備等の修繕工事に係る経費を対象とします。（工事

に伴う設計監理等の委託料を含む。） 

○ 上下水道施設、廃棄物処理施設に係る設備は除きます。 

○ サマーレビュー（施設維持補修費等）対象事業のうち市長・副市長ヒアリング

で対応すべきと判断された事業を含みます。 

○ サマーレビュー（政策的経費等）対象事業のうち、施設維持補修的な事業（小

中学校耐震化事業等）については、「施設維持補修的経費」には含めず、「政策

的経費」とします。 
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⑤ 経常的経費 

要求上限額⇒各部長に別途通知する予算要求上限額とします。なお、

各部局ごとの要求上限額は、保守点検業務委託料や電算システム使用

料等の削減が困難な経費については、２３年度当初予算に充当した一

般財源額と同程度で設定し、その他の経費については､１００分の９０

を乗じた額で設定しています。 

限られた財源の有効かつ効率的な使用の見地から「経常的経費」に

ついては、部局ごとに一般財源の要求上限額を設定していますので、

これを超える予算要求書は、原則、受け取りません。 

 

≪ 予算における一般財源のイメージ図 ≫ 

 

     一般財源総額（市税・譲与税・交付税・繰入金等）     （Ａ）

 

事業種別 

義務的経費 

（Ｂ） 

臨時的経費 

（Ｃ）

政策的経費 

（Ｄ）

施設維持補修

的経費  （Ｅ） 

経常的経費 

（Ｆ）

（Ｆ）＝（Ａ）－{（Ｂ）～（Ｅ）} 

 

 

経常的経費の一般財源要求上限額設定 

保守点検業務委託料や電算システム使用料等の削減

が困難な経費については、２３年度当初予算に充当した

一般財源額と同程度で設定し、その他の経費について

は、１００分の９０を乗じた額で設定しています。 

■説明 

（Ａ）→市税・譲与税・交付税・繰入金等一般財源総額の見込額 

（Ｂ）→義務的に支出される次の経費 

人件費、公債費、扶助費（法律で義務付けられているものに限る）、 

災害復旧費、予備費、繰出金（特別会計における上記、人件費～予

備費に係るもの） 

（Ｃ）→単年度限りの臨時的経費 

（Ｄ）→サマーレビュー（政策的経費等）対象事業等の政策的経費 

（Ｅ）→建物及び建物に附帯する設備等の修繕工事に係る経費（ただし、上

下水道施設、廃棄物処理施設に係る設備は除く。）及びサマーレビュ

ー（施設維持補修費等）対象事業等の施設維持補修的経費 

（Ｆ）→上記Ｂ～Ｅ以外の経費で、一般財源要求上限額設定対象経費 

    ※ Ｂ～Ｆは、全て一般財源ベースで算出 
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（３）国の施策の活用 

国の施策には市の予算計上を伴わないものの、各所管課が直接予算管理が

できる特定の施策があります。それらの施策の情報を的確に収集のうえ、事

業を確保され、萩市の諸課題の解決に活用してください。 

 

（４）地方債発行額の抑制 

地方債は将来における一般財源（地方税、地方交付税等）を先取りすると

いう性格、つまり地方債を発行した年度は「歳入」ですが、翌年度以降はい

ずれの施策よりも優先して返済義務が生じることから、その発行には最大限

の留意が必要です。 

また、今後新清掃工場整備事業や小中学校耐震化事業等が本格化するため、

このことに伴う地方債発行額の大幅な増加が見込まれており、義務的経費で

ある公債費負担の増大により財政構造が硬直化する要因となります。 

以上のことから、地方債に発行上限額を設定します。 

なお、当該年度において新たに起債する額は２６億円（臨時財政対策債を

除く。）程度を目標とします。 

 

（５）総合事務所管内における事業の予算見積り 

総合事務所管内における事業の予算見積りは、必ず各総合事務所長のもと

で、当該地域の２４年度予算見積り事業を調整のうえ、所管する本庁各課と

調整し、本庁各課において予算要求書に計上して要求してください。 

従って、本庁各課は各総合事務所関係部門への予算見積りの提出期限の設

定に当たっては、検討期間に配慮してください。 

また、８ページの臨時的経費（Ｃ）、政策的経費（Ｄ）、施設維持補修的経

費（Ｅ）については、総合事務所別優先事業順位一覧表（様式１１）を作成

し、事業を所管する本庁各課の課長に提出してください。提出を受けた本庁

各課は、単に総合事務所からの見積額を積み上げるだけではなく、部局単位

で７地域の事業の優先順位、当該事務事業の必要性等を全市的に判断の上、

取捨選択して計上してください。 

 

（６）後年度負担の把握等 

   後年度負担は義務的経費として萩市財政に多大な影響を与えることとなる

ことから、安易に後年度負担をもたらすことのないよう十分検討してくださ

い。 

   また、新たな事業や施設整備については、計画段階から、その執行体制及

び管理運営のあり方について方針を定めてください。 

施設整備については、維持管理費を試算し、積算根基資料（様式任意）を
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添付してください。なお、財政課長査定時にその試算根拠の説明を求めます。 

   更に事業実施に当たっては、後年度負担の軽減を図るため、最も有利な財

源を活用することとし、その事業化を図ってください。 

   外郭団体等の債務は、常にその状況を把握し、後年度、多大な財政負担を

もたらすことのないよう留意してください。 

 

（７）萩市将来展望、萩市行政改革大綱及び新市建設計画との整合 

   「萩市将来展望」、「萩市行政改革大綱」及び「新市建設計画」の内容との

整合に努め、それらに沿った要求内容としてください。 

 

４ 個別的事項 

（１）歳入に関する事項 

過去の実績及び客観的な資料に基づき、過大または過少な見積りにならな

いよう、的確な見込額を計上してください。また、計上漏れがないように注

意してください。 

  ① 市税 

○ 新たな税制改正の状況を注視し、的確に見積ってください。 

○ 一般財源が減少する中、これを確保するためにも市税等の収納率の向

上に努めてください。 

② 使用料及び手数料、分担金及び負担金 

    受益者負担の公平、適正化の観点から、既定分の見直しを含め、実態に

即した適正な料金設定、受益者負担の適正化等を行ってください。また、

それぞれ収納率の向上に努めてください。 

    なお、歳入欠陥とならないように適切に見積ってください。 

③ 国・県支出金 

    国・県支出金の廃止・縮減、交付金化、一般財源化の動向に十分留意し、

予算編成に支障が生じることのないように、適切に見積ってください。 

    なお、２４年度から市町村に導入される予定の一括交付金については、

その取扱いが不透明なため、現行制度で見積もってください。 

④ 財産収入 

    次に掲げる事項に留意して総点検を行い、収入の確保を図ってください。 

○ 利活用が困難な土地・建物、廃道敷等の遊休財産及び不用物品につい

ては、適正な価格による処分を積極的に推進してください。 

○ 市有財産の貸付けは、物価水準の変動等を勘案し、全面的な見直しを

行い、適切な改定や無償貸付の有償化などにより、適正な収入の確保を

図ってください。 

○ 保有する土地・建物のうち、有効利用されていないものや保有する必

要性のないものについて、今後の利用の可能性を考慮に入れながら、適
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正な価格により積極的に売却を進めてください。処分等に一定の期間を

要する土地は、暫定的な貸付など、有効活用を図り、維持管理費等の負

担の軽減を図ってください。 

⑤ 市債 

財源に市債を予定する場合は、必ず財政課部局担当者の指示により、市

債額等を計上してください。 

⑥ その他の収入 

    萩市公式ホームページ及び庁内ＬＡＮに掲載している「各種助成制度一

覧表」（市民活動推進課所管）により、財団法人や民間企業等の各種助成制

度を積極的に活用するなど、財源確保に努めてください。 

    自動販売機の取扱いについては、２３年６月８日付萩財管第４２号「自

動販売機に係る使用許可の取扱いについて」（財産管理課長通知）に従い、

取扱いに留意してください。なお、昨年度に引き続き本格的な競争行為に

より、収入の確保に努めてください。 

    また、不要物品等については、財産管理課と協議のうえ、オークション

を行うなど、収入の確保に努めてください。 

  

（２）歳出に関する事項 

積算や見積り間違い、予算要求漏れ等が多発しています。制度改正や災害

対策などの理由によるもの以外は、予算不足のための予算補正はできないの

で、精度の高い予算要求を行ってください。 
また、予算流用は予算現額に変更を加えるものであり、予算補正と何ら変

わるものではありません。従って十分に精査の上、見積りを行い、年度途中

の流用を予定しないでください。 

新たな事業の新設、拡充等にあたっては、財源確保ルール「ペイ アズ ユ
ー ゴーの原則」に基づき増加する経費の財源を確保したうえで予算要求して

ください。また、「スクラップ アンド ビルドの原則」により所管事業全体の

再構築を行ってください。 
なお、予算査定の過程において予算計上とならなかったものを、年度開始

後、予算流用等によって実施することはあり得ません。十分に留意してくだ

さい。 

① 人件費 

    人件費のうち職員に関するものは総務部総務課で一括計上するので、予

算要求の段階では計上しないでください。（予算要求書の打ち出し及び様式

１の記載は不要。）ただし、補助事業において、事業費支弁人件費が認めら

れる場合については、総務課と協議のうえ限度額まで見積ってください。 

    なお、特別会計については一般会計からの繰入金算出において人件費が

必要となることから、２３年９月補正予算後の数値を用いて作成してくだ

さい。 
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報酬については、審議会、協議会の開催回数等を精査のうえ、実績に基

づき要求してください。 

② 物件費等 

    物件費については、徹底した事務事業の見直しを行い、経費の削減に努

めてください。また次の事項についても留意して見積ってください。 

ア 賃金 

一般事務補助に係る臨時職員については原則認めません。 

イ 旅費 

各種団体の総会、研修会等への出席については原則１名とし、現在の

業務、また将来の業務に真に必要であるか十分検討のうえ、必要最小限

の経費を見積ってください。 

また、職員の資質向上に資する研修旅費については、必要額を適切に

見込んでください。 

なお、宿泊を伴うものについては、旅費調書（様式７）を提出してく

ださい。 

ウ 需用費 

○ 消耗品費のうちタイヤ購入費については、財産管理課が別途調査の

うえ、一括で予算計上します。（特別会計及び企業会計を除く。） 

  特別会計及び企業会計については、適宜、見積りを行い、予算計上

してください。 

○ 食糧費については、１７年６月１３日付萩財第９８号「食糧費の予

算執行基準の制定について（通知）」（総務部長通知並びに本通知 １８

ページ）に基づき見積ってください。 

    ○ 燃料費のうちＲガソリン、軽油及びＡ重油については、１８ページ

の「２４年度単価表」に定める単価により見積り、灯油については各

所管課において、適宜、見積りを行い、予算計上してください。 

      なお、事業ごとに月別比較調書（様式８）を提出してください。 

     ○ 印刷製本費については、可能な限り庁内印刷を心がけてください。 

     ○ 光熱水費については、燃料費に準じ、省エネルギー対策等に十分留

意のうえ見積ったうえで、事業ごとに月別比較調書（様式８）又は期

別比較調書（様式９）を提出してください。 

○ 車両の修繕料については、車両を管理する所管課が要求してくださ

い。 

なお、公用車の車体検査費用を計上する場合、その対象公用車のナ

ンバーを「積算」欄に記載してください。また、従来は財産管理課が

一括で予算要求していた自賠責保険料（役務費）についても各所管課

が予算要求してください。 

  車体検査期限を認識せずに、必要経費を計上していない状態も多発

していることから、再度車体検査日を確認し、予算要求漏れがないよ

うに留意してください。車体検査日が管理できない車両は、財産管理
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課による車両の引き上げ、または廃車とします。 

    ○ 需用費全般については、単価等現行のものを基本とし、過去の実績

等十分精査のうえ、削減に努めてください。 

エ 役務費 

一般会計における本庁の通信運搬費で郵便料金と電話料金（補助事業

に係るものを除く。）は、総務部総務課において一括計上します。総合事

務所に係るものは、総合事務所地域振興部門において一括計上してくだ

さい。 

なお、例年と比較して大幅な増減がある場合は総務課行政係又は総合

事務所地域振興部門に連絡してください。 

また、電話料金については、事業ごとに月別比較調書（様式８）を提

出してください。（固定電話と携帯電話は別葉としてください。） 

オ 委託料 

     委託業務の内容、必要性、効果、採算性等を再検討し、職員の対応で

処理可能なものは、委託を廃止、削減してください。特に所有権移転登

記業務については、職員対応とします。 

     委託料については委託事業ごとに委託料調書（様式６）を提出してく

ださい。なお、委託料調書は施設清掃・管理、水質検査、電気保安業務

等毎年経常的に予算計上を行っているもののみ作成してください。建設

事業に係るものは作成不要ですが、業務委託の必要性を精査してくださ

い。 

カ 使用料及び賃借料 

     下水道使用料については、事業ごとに期別比較調書（様式９）を提出

してください。 

   キ 備品購入費 

公用車購入費の予算計上について、１９年度から車両の集中管理を 

実施していることから、車両の更新は基本的に財産管理課が本庁の共用

車として対応します。また、総合事務所においても本庁の方式に準じて

車両の共用化を図ってください。 

なお、財産管理の趣旨から財産管理課が事前審査を行った後、特別会

計及び補助事業で購入する場合は、従前のとおり各予算費目により予算

要求を行ってください。 

デジタルカメラ及びパソコンの購入については、１８ページの「２４

年度単価表」に定める単価を上限とします。なお、委託料や補助金に含

まれる場合も本単価を上限とします。 

③ 維持補修費 

維持補修費については、長期的な修繕計画を作成し、２４年度で対応すべ

き各施設の延命化並びに適正な維持管理に要する経費を的確に見積り、不要

不急なものを除き、その必要額について予算要求を行ってください。 

なお、「施設維持補修的経費」に係る事業（７ページ下段のとおり）を要
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求する所管課は、１０月２８日（金）までの間に「施設（建物及び建物に

附帯する設備等）の維持管理に係る費用一覧表」（様式１２）を財産管理課

に提出し、財産管理課が事前に内容を確認したものについてのみ、予算要

求を行ってください。 

また、すべての施設（上下水道施設及び廃棄物処理施設に係る設備は除

く。）について、「施設（建物及び建物に附帯する設備等）の維持管理に係

る費用一覧表」（様式１２）を作成し、１１月１７日（木）までに財産管理

課に提出してください。（詳細については、財産管理課に問い合わせてくだ

さい。） 

④  投資的経費 

ア 普通建設事業は、今後の大型建設事業や公債費の動向を踏まえ、投資

水準の抑制を図る必要がありますので、事業を厳選してください。特に

地方債のみを財源とする事業については、十分その効果を検討してくだ

さい。 

イ 毎年度繰越明許費を設定する事業が見受けられます。もとより繰越明

許費は地方自治法に定められた制度ですが、特に辺地対策事業債、過疎

対策事業債及び合併特例債を財源の一部とした場合には、繰越事業とす

ることにより、当該地方債の償還（利子分の地方交付税算入の有無）を

通して多額の損失を萩市に及ぼすことになります。 

     このことを重く認識し、年度内完了が確実にできる事業計画を立案し、

単年度で完了可能な事業量分のみについて予算要求を行ってください。 

また、地域経済に対する影響から、早期発注できるように、適切な事

業量の予算要求を行ってください。 

   ウ 公有財産購入費 

     購入予定面積及び単価を「積算」欄に記入してください。また、購入

単価の設定根拠を併せて記入してください。 

⑤  負担金補助及び交付金 

団体育成支援や産業振興など、対象者の自立・発展を支援するための施

策は、恒常的な支援が必要とならないよう、支援対象や負担割合、支援期

間等の仕組みを検討し、自立・支援に向けた計画やプロセスを明確にして

ください。特に補助金にあっては、スクラップ アンド ビルドやサンセッ

ト方式を導入してください。 

各種関係団体補助金については、必ず各課において事前に査定を行った

うえで計上し、補助金調書（様式５）を提出してください。 

また、負担と公平の観点から個人に対する金銭助成等補助金については、

市税の納付状況や所得制限等を導入してください。 

各種協議会負担金等（法令外負担金）については、合併により単純に合

併前の旧７市町村の負担金額を合算したものは認めません。新市としての

負担のあり方を検討し、また常にその削減に努めてください。 

県事業負担金については事業内容を十分に確認し、その内容を示すもの
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を入手し添付してください。なお、事務費については負担しません。 

併せて、負担金調書（様式４）を提出してください。 

⑥ その他 

７地域で類似の物品を要求する場合、本庁各課において同時に、同レベ

ルの物品を購入することを前提とした単価で要求してください。 

 

（３）その他の事項 

① 債務負担行為の設定は遺漏のないよう、２４年度当初予算要求書提出時

に歳入歳出予算要求書に併せて、債務負担行為の予算要求書（様式２）を

提出してください。（１９ページの当初予算要求書提出一覧表のとおり、提

出区分のＤ・Ｅについては債務負担行為調書（様式３）を含む。） 

また、債務負担行為の設定は予算措置であり、当然、査定対象となりま

す。債務負担行為予算の要求がないものについては、債務負担行為設定を

行いませんので、留意してください。 

② 特別会計及び企業会計の見積りは、一般会計に準じて行ってください。 

特別会計は本来、その会計の収入をもって、歳出を賄うべきですので、

今後、各特別会計への一般会計からの繰出しは繰出基準等による額とする

ことも検討しており、各会計独自で収支の均衡を図ってください。 

なお、本来地方公営企業法を適用すべき特別会計については、早期の法

適用に向けた取組を開始してください。 

③ 要求に当たり、関係部局間で十分に調整を行い、重複要求や要求漏れ等

がないように留意してください。 

 

５ 予算編成日程 

（１）予算編成方針の通知     ２３年１０月 １日（土） 

（２）庁内連絡会議        ２３年１０月１１日（火）９時～ 

※市長訓示、予算編成方針及び予算要求書作成要領等の説明。（総務課より

通知済み。） 

（３）予算編成実務責任者説明会  ２３年１０月１１日（火）１４時～ 

（４）予算要求書事前確認日    ２３年１１月１５日（火）午前中までの間 

１７ページ「９ 予算見積りに関する問い合わせ先」に記載の財政課部

局担当者に、部局単位で要求上限額、市債の記載状況、添付資料等の予算

要求書印刷原稿の確認を受けた後に必要部数を印刷し、提出してください。 

（５）予算要求書提出期限     ２３年１１月１７日（木）１７時 

    上記の提出期限後は、「財務会計システム」が予算要求段階から予算査定

段階に移行し、入力作業ができなくなりますので、提出期限を厳守してく

ださい。 

（６）総合事務所優先順位     ２３年１１月１７日（木）１７時 

   一覧表提出期限 
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（７）財政課長査定        ２３年１１月２１日～１２月中旬 

（８）部局担当者査定       ２３年１１月下旬～１２月中旬 

   ※１２月議会対応等のため、上記（７）の財政課長査定期間中に財政課長

査定を実施しない日については、この日程によらず、随時、財政課の各

部局担当者による査定を実施する場合があります。 

（９）財政課長査定結果の通知   ２３年１２月下旬 

（10）市長・副市長査定      ２４年１月初旬～１月中旬 

（11）最終査定結果の通知     ２４年１月下旬 

 

６ 財政課長査定ヒアリング内容 

所属ごとのヒアリングにあたり、冒頭、次の事項の説明を求めます。 

（１）２４年度当初予算要求書作成にあたり、所属ごとの目指す方針。 

（２）全ての歳入の積算根拠説明（過去３か年分の決算状況及び２３年度決算見

込み。） 

（３）滞納への対策説明（２２年度決算で収入未済があるもの。） 

（４）歳入確保の取組 

（５）財産の無償貸付の有無 

 

７ 作成要領 

（１）予算要求書はＢ４で提出し、各ページには通し番号を付してください。財

務会計システムの出力順によらず、「表紙」⇒「事業別予算要求一覧表」⇒「歳

入予算要求書」⇒歳出予算要求書の「義務的経費」⇒「臨時的経費」⇒「政

策的経費」⇒「施設維持補修的経費」⇒「経常的経費」⇒「債務負担行為」

⇒「債務負担行為調書」⇒「説明資料」⇒「各種調書」の順に調製してくだ

さい。なお、要求書には必ず表紙を付け、ホッチキスを使わずに、クリップ

を使用してください。 

（２）「課」ごとの要求事業一覧として「事業別予算要求一覧表」（様式１）を作

成し、表紙の次のページに挿入してください。この表中に記載する臨時的経

費・政策的経費・施設維持補修的経費に係る事業については、各所属単位で

事業ごとの優先順位を記入してください。 

なお、部局ごとに要求上限額（一般財源）を確認するため、各部の総務管

理係所管課において、「要求上限額確認表」（様式１０）を作成のうえ、提出

してください。 

（３）関係法令、通達、要綱、図面等の参考資料をＢ４で要求書に添付してくだ

さい。 

（４）積算単価 

   予算要求書の積算は、原則として別に定める「２４年度単価表」（１８ペー

ジ）のとおりにしてください。 

   定めのないものは、適正な価格により積算し、見積書、その他根拠となる
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資料など必要な資料を用意してください。 

 

８ 予算要求書提出期限及び提出部数 

  提出期限は１５ページ５の（５）及び（６）に記載のとおりです。 

  予算要求書提出部数及び提出区分は１９ページ記載のとおりです。（総合事務

所別優先事業順位一覧表については、書類提出に加えエクセルファイルでメー

ルにより財政係藤村まで提出してください。）また、提出物は全てＢ４に統一し

てください。 

  なお、各種予算要求関係調書等の様式は庁内ＬＡＮシステムの「財政課キャ

ビネット」よりダウンロードして使用してください。 

 

９ 予算見積りに関する問い合わせ先 

○議会事務局、総務部、教育委員会、消防本部 ・・・青 木（内線４３７） 

○総合政策部、文化・スポーツ振興部、萩博物館、 

萩図書館、土木建築部 ・・・・・・・・・・・・・長 嶋（内線４４２） 

○市民部、保健福祉部 ・・・・・・・・・・・・・・中 島（内線２１６） 

○農林水産部、上下水道部 ・・・・・・・・・・・・藤 村（内線４３７） 

○商工観光部、歴史まちづくり部、会計課、 

行政委員会（農委、監査、公平、選管） ・・・・・國 弘（内線２１６） 

 

10 部局担当者査定 

○議会事務局、総合政策部、文化・スポーツ振興部、 

萩博物館、萩図書館、土木建築部、市民部の特別会計・・・大久保、長 嶋 

○総務部、農林水産部、上下水道部、会計課、 

行政委員会（農委、監査、公平、選管）、 

教育委員会、消防本部 ・・・・・・・・・・・・・・・・藤 村、青 木 

○市民部（特別会計を除く）、保健福祉部、商工観光部、 

歴史まちづくり部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・中 島、國 弘 
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２４ 年 度  単 価 表 

 

○賃金 

 庁内ＬＡＮに掲載の「臨時職員雇用マニュアル」（総務部総務課人事係所管）の

賃金単価、通勤手当、一時金等」を基本とする。（庁内ＬＡＮの文書管理⇒各課キ

ャビネット⇒総務課⇒人事係⇒臨時職員⇒【Ｈ２２.４改訂】臨時職員雇用マニュア

ル参照） 

 

○燃料費 

 レギュラーガソリン 軽 油 Ａ重油 

２３年９月末 

現 在 単 価 
１４２円/㍑ １２７円/㍑ ９０円/㍑ 

※ 消費税相当額は別途加算 

 

○食糧費 

 

○備品購入費（要求上限額） 

区 分 デジタルカメラ パソコン 

単 価（税込み） ２０，０００円 ８５，０００円 

 

 

用 務 ・ 目 的 等 １名当たりの限度額（税込み） 

懇談会等（会食）       ３,０００円 
昼 

会議等での弁当       １,０００円 

懇談会等（会食）       ５,０００円 
夜 

会議等での弁当       １,５００円 
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